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中央環境審議会地球環境部会中長期の気候変動対策検討小委員会・産業構造審議会産業技

術環境分科会地球環境小委員会地球温暖化対策検討ＷＧ 合同会合（第 10 回） 

令和 3 年 8 月 18 日   

   委員意見 杉山大志1 

 

 

 

当日欠席予定のため、事前に意見提出をいたします。意見は主に科学的知見と費用対効果

（経済負担）の２点で、合計８ページにわたります。 

 

  

                                                   

1本稿は個人の見解です。 

筆者ホームページ キヤノングローバル戦略研究所 

https://cigs.canon/fellows/taishi_sugiyama.html 

 

https://cigs.canon/fellows/taishi_sugiyama.html
参考資料１



2 

 

P1  L7 

「更なる」を削除。理由：日本の観測において「温室効果ガスの増加による頻発化・激甚化」

は統計的に確認されていないか、あったとしてもごく僅かである。(同様に P8L21 におい

ても「更なる」を削除。) 

 

（該当箇所） 
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P1 L8-L16 

 

コロナに関する記述（L7-L19）を削除。コロナの原因には武漢研究所流出説も有力になっ

ており、今後の帰趨（ワクチンの効果、５類への引き下げの効果）や人々の認識（例えば生

物兵器と認識されるとどう対応が変わるか）の変化は見通せない。このような記述があると

この長期戦略が半年後には賞味期限切れになってしまう恐れがある。 

 

「分散型社会への移行(L23)」を削除。分散型の定義も不明なうえ、それが良いかどうかは

個別具体的な問題。エネルギー基本計画で言及されている原子力、CCS、電力供給、ガス供

給などは集中型が主であり分散型ではない。太陽光発電や風力発電には立地問題などもあ

り、分散型が本当に環境にやさしいかは自明ではない。 

 

（該当箇所） 
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P3  L11-L23 

削除して、パリ協定の文言に忠実に、「パリ協定では、世界共通の長期目標として 2℃目標

が設定され 1.5℃に抑える努力を追求するとされている。我が国としても～」と書き換え

るべき。IPCC の１．５℃と２℃の場合の環境影響の差は不確実性の幅よりもはるかに小

さいので有意な違いがあるという書き方は不適切。1.5℃に抑えることが世界的に急務だ

という見解は国際条約上の根拠もなく事実に反する。たとえば中国は賛同していない。 

 

（該当箇所） 
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P4 L17-L31 

 

カーボンニュートラルという極端なCO2削減を正当化するような科学的知見などは存在し

ないので削除。 

 

もしこれが少数意見で通らないのであれば、以下の様に修正： 

 

（１）利用可能な科学的知見に基づく政策運営  

我が国の 2050 年カーボンニュートラル実現という長期目標は、利用可能な科学的知見と整

合的なものとして掲げるものである。（以下削除） 

 

理由： IPCC を特筆してそれが唯一の正しい科学であるかのような記述は誤り。我が国と

して独自に科学的知見を吟味して判断することがもっとも重要。理由：国連の一組織の見解

に従うことが正しいとは限らない。どのような組織にも利点も欠点もある。例えばコロナ対

応は全て WHO の見解に従っていればよいという訳ではない。 

 

 

（該当箇所） 
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P5 L1-L7 

 

以下のように修正： 

通常は環境対策により国民に経済負担が発生することは事実である。そこで環境対策と

経済成長を両立するためには細心の政策運営が必要である。環境対策を経済の制約でなく

すことが必要である。積極的に温暖化対策を行うことが、産業構造や経済社会の変革をも

たらし、大きな成長につながるようにする必要がある。環境対策は、経済社会を大きく変

革し、投資を促し、生産性を向上させ、産業構造の大転換と力強い成長を生み出す、その

鍵となりうるものである。 

国民の経済負担に一定の歯止めをかけるために、本戦略に掲げる全ての政策について、

１トンのＣＯ２あたり何円の経済負担が発生するかという費用対効果を毎年計算し透明性

の高い方法で公開のうえ、各実施担当部署の審議会で検討する。費用対効果が優れない対

策についてはただちに見直す。 

 

理由：環境対策と経済成長を両立する政策手段は存在するのは事実（原子力発電など）だ

が、大抵の場合（再生可能エネルギー賦課金など）は、CO2 削減は可処分所得の減少など

の形で経済負担をもたらす。この事実を直視しないのでは机上の空論である。のみなら

ず、経済負担を隠蔽するのは国民を騙す行為である。「好循環」はこの戦略の実施にあた

り政府が責任をもって実現してゆくべき困難な目標であり、環境対策であれば自ずとそう

なるという生易しいものではない。温暖化対策の国民負担は莫大な金額に上るおそれがあ

ることから、この戦略においても費用対効果についての一定の歯止めが必要。 

 

（該当箇所） 
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P8 L25 「一国の猶予も許されない」を削除。 

理由：根拠が無い。 

 

（該当箇所） 
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P82 L32-L33 

 

以下の様に修正： 

 

気候変動対策を含めた環境保全に関する予算について、引き続き、毎年度取りまとめ、

公表する。 

更に、国民の経済負担に一定の歯止めをかけるために、政府および自治体の率先的取り組

みに掲げる全ての政策について、１トンのＣＯ２あたり何円の経済負担が発生するかとい

う費用対効果を毎年計算し透明性の高い方法で公開のうえ、各実施担当部署の審議会で検

討する。費用対効果が優れない対策についてはただちに見直す。 

 

理由： 政府の取り組みは国民の税金で賄われるものであるため、とくにその経済効率性

についての説明責任があり、また無駄遣いは許されない。 

 

 

 

 

 

以上 

 




